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2021 年 10 月 18 日 
報道関係各位 

一般社団法人日本能率協会 
 
 

『日本企業の経営課題 2021』  調査結果速報 【第７弾】  
研修・人材育成において重視しているテーマ 

新入・若手、中堅社員、課長層向けの階層別研修がトップ３。ハラスメント研修も８割超 
大企業では「女性リーダーの育成」「ダイバーシティの理解」を重視する比率が高めに 

 
 

一般社団法人日本能率協会（会長：中村正己、ＪＭＡ）は、企業が抱える経営課題を明らかにし、これからの
経営指針となるテーマや施策の方向性を探ることを目的に、1979年から、企業経営者を対象に、「当面する企業経
営課題に関する調査」を実施しています。今年は 2021年 7～8月に実施し、517社からの回答を得ました。 
今回は第７弾として、研修・人材育成において重視しているテーマについての調査結果をご報告します。なお、

KAIKA研究所所長の近田による「調査結果を受けてのコメント」（本調査のまとめ）を４ページに掲載しています。 
 

 

※詳細の調査報告書は 10月下旬に公表予定です。 
 

 

■ 「2021年度（第 42回）当面する企業経営課題に関する調査」概要 
調査時期 2021年 7月 20日～8月 20日 

調査対象 
JMA の法人会員ならびに評議員会社、およびサンプル抽出した全国主要企業の経営者 
（計 5,000社） 

調査方法 郵送調査法（質問票を郵送配布し、郵送およびインターネットにより回答） 
回答数・回収率 回答数 517社・回答率 10.3％ （回答企業の概要は５ページに記載） 

 
 

【本件に関するお問合せ先】 
一般社団法人日本能率協会  KAIKA研究所 （担当：近田

こ ん だ
） 

〒105-8522 東京都港区芝公園 3-1-22 TEL：03-3434-0380 E-mail：kadai@jma.or.jp 
※取材のお問合せは、広報・マーケティング室（担当:綿貫、TEL:03-3434-8620 または 090-6510-9161 

E-mail：jmapr@jma.or.jp）へお願いいたします。  

１．研修・人材育成において重視しているテーマのトップ３は、階層別研修 

第 1位：「中堅社員の業務遂行能力の向上」（87.8％） 

第 2位：「新入・若手社員の業務遂行能力の向上」（86.3％） 

第 3位：「課長層のマネジメント力の向上」（85.9％） 

    「ハラスメント研修」「コンプライアンス研修」を重視する比率も８割を超える 
 

２．大企業でより重視度の高いテーマは、「女性リーダーの育成」「ダイバーシティの理解」 
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部長層のマネジメント力の向上

課長層のマネジメント力の向上

中堅社員の業務遂行能力の向上

新入・若手社員の業務遂行能力の向上

取締役・役員層を対象とした研修

次世代経営幹部候補の育成

コンプライアンス研修

ハラスメント研修

女性リーダーの育成

職場のチームワークを高めるための研修

管理職層を対象としたコーチングスキル研修

若手社員を対象としたキャリア研修

中高年齢層の社員を対象としたキャリア研修

若手社員や中堅社員の説明力の向上

経営理念や行動指針の理解・浸透

ダイバーシティの理解

SDGsやサステナビリティの理解

デジタル技術の習得に関する研修
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１．研修・人材育成において重視しているテーマのトップ３は、階層別研修 
第 1位：「中堅社員の業務遂行能力の向上」（87.8％） 
第 2位：「新入・若手社員の業務遂行能力の向上」（86.3％） 
第 3位：「課長層のマネジメント力の向上」（85.9％） 

    「ハラスメント研修」「コンプライアンス研修」を重視する比率も８割を超える 
 

○ 本調査では、18項目の研修・人材育成テーマを挙げて、それぞれについての重視度を尋ねました。結果、「重視
している」との比率（「非常に」～「やや」の合計）が高い順に、第 1位：「中堅社員の業務遂行能力の向
上」（87.8％）、第 2位：「新入・若手社員の業務遂行能力の向上」（86.3％）、第 3位：「課長層の
マネジメント力の向上」（85.9％）となり、いわゆる階層別研修がトップ３を占めました。そのほか、「部長層の
マネジメント力の向上」の比率も８割を超えています。 

○ 本調査の経営全般の課題において、今年は「人材の強化」の比率が上昇するという結果が見られていましたが、
組織の中核をなす若手・中堅社員～課長層を対象とした人材育成が重視されていることがうかがえます。 

○ また、「ハラスメント研修」を重視している比率が 80.2％と高めになっています。2020年 6月施行された法改
正によって義務化されたことが、如実に表れていると言えるでしょう。「コンプライアンス研修」も 81.4％となってお
り、法令順守に関わる研修が重視されていることがわかります。 

 
 
【図１】 研修・人材育成テーマの重視度（N=517, SA） 
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２．大企業でより重視度の高いテーマは、「女性リーダーの育成」「ダイバーシティの理解」 
 

○ 項目１の研修・人材育成テーマの重視度に関する設問への回答結果について、「非常に重視している」＝６点、
「重視している」＝5点、「やや重視している」＝4点、「あまり重視していない」＝3点、「重視していない」＝2
点、「まったく重視していない」＝1点として、従業員規模ごとの平均点を算出し、比較をしたところ、全般的に大
企業の方が、重視度が高くなっている結果が見られました。 

○ 全体でも重視度が高かった新入・若手社員から中堅社員、部課長層を対象とした階層別研修については、大企
業だけではなく、中堅・中小企業でも、重視する比率が高めになっていることがわかります。 

○ 特に、大企業と中小企業の重視度の差異に着目すると、「女性リーダーの育成」「ダイバーシティの理解」につい
て、乖離が大きくなっています。大企業においては、女性登用比率や活躍推進に向けた取り組みについての情報
開示が求められるなど、女性リーダーの育成やダイバーシティの促進が課題となっていることがうかがえます。 

 
 
【図２】 研修・人材育成テーマの重視度（従業員規模別の比較） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

本調査では、 大企業 ：従業員数 3,000人以上 
中堅企業：従業員数 300人以上～3,000人未満 
中小企業：従業員数 300人未満               と区分しています。 
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調査結果を受けてのコメント 
一般社団法人日本能率協会  

KAIKA研究所 所長 近田高志 

 

○ 今回は、日本能率協会が毎年実施している「経営課題調査」の2021年度の調査結果速報の第７弾とし

て、重視する研修・人材育成のテーマについての調査結果をご紹介しています。 
 

○ ご覧いただいたとおり、全体としては、新入・若手社員～中堅社員～部課長層を対象とした、いわゆる

階層別研修の重視度が高くなっていることがわかりました。 
○ 本調査の第1弾のリリース※１でご紹介したとおり、経営全般の課題において、今年は「人材の強化」

の比率が上昇するという結果が見られ、また、組織・人事領域の課題では、「管理職層（ミドル）のマ

ネジメント能力向上」が第1位の課題となっていました。 
○ 今回の研修・人材育成テーマにおける重視度の結果には、こうした経営課題認識が表れていると言え

るでしょう。ジョブ型雇用が議論される昨今ではありますが、組織の中核を担う社員の業務遂行力や

マネジメント力の向上が、引き続き重要視されているということも興味深い結果です。 
 

○ また、リリース本文では触れませんでしたが、「若手社員を対象としたキャリア研修」を重視する比率

も高めになっていることに着目したいと思います。「中高年齢層を対象としたキャリア研修」よりも

高くなっています。人生100年時代と言われるなか、早い段階からキャリア意識を醸成するとともに、

自らの成長を意識づけることで、定着を図りたいという狙いがあると考えられます。 
 

○ 従業員規模別の比較として、大企業において、「女性リーダーの育成」や「ダイバーシティの理解」の

比率が中堅・中小企業よりも高めになっているという結果も見られました。多くの大企業において、

女性管理職比率など、女性活躍促進に関する情報開示がされていますが、ESG投資が広がるなか、さ

らなる強化が求められているという背景があると思われます。加えて、LGBTQ や障がいのある方々

と共生する社会に向けた取り組みも求められており、ダイバーシティの促進に向けた研修が、一層、

重要となってくるでしょう。そうした、多様性が活かされる職場をつくることによって、新たな発想

が広がり、イノベーションの実現に結び付くことが、大いに期待されます。 
 

※1 2021年9月8日ニュースリリース：『日本企業の経営課題2021』 調査結果【第１弾】経営全般ならびに経営機能別の

課題動向 
https://jma-news.com/archives/4955?_ga=2.226044122.1525496950.1633481522-189155095.1630547417 
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業種分類 ％ 回答数 業種分類 ％ 回答数
製造 41.4 214 非製造業 58.6 303

製造・素材系 11.0 57 小売・卸・商社 14.1 73
繊維 0.8 4 小売 5.6 29
パルプ・紙・紙加工 1.0 5 商社・卸売 8.5 44
化学 5.2 27 建設・不動産 12.4 64
石油・石炭 0.0 0 不動産 2.7 14
ゴム・窯業・土石 1.2 6 土木・建設・建築 9.7 50
鉄鋼・非鉄・金属 2.9 15 倉庫・運輸 5.0 26

製造・組立系 20.1 104 輸送サービス（陸運・海運・空運） 4.4 23
一般機械 3.7 19 倉庫・埠頭 0.6 3
精密機器 2.3 12 情報・通信 6.0 31
電気・電子機器 7.9 41 ソフト開発・情報サービス 5.2 27
輸送用機器 6.2 32 通信サービス 0.8 4

製造・その他 10.3 53 宿泊・飲食 2.3 12
食料品 4.4 23 宿泊・飲食・給食サービス 2.3 12
医薬品 0.4 2 金融・保健 5.2 27
その他製造 5.4 28 金融・保険 5.2 27

その他 13.5 70
出版・放送・報道 1.2 6
公共サービス（電気・ガス・水道） 0.2 1
保健・医療・福祉サービス 0.6 3
人材・教育関連サービス 1.4 7
警備・ビル・設備等のメンテナンス 1.9 10
広告・宣伝・ディスプレイ 1.7 9
その他サービス 6.0 31
農林・水産・鉱業 0.6 3

合計 100.0 517

回答企業の概要  
 
■ 本社所在地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
■ 従業員数                        ■ 売上高 
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